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－ 1 － 
「家電量販店の再編とヤマダ電機の中国進出」 
 



















表 1 大手家電３社の連結業績 単位：億円 
 売上高 当期純利益 テレビ事業の営業損益 
パナソニック 1203 期 78,462 ▲7,722 ５期連続赤字 
 1303 期（予） 81,000 ▲7,650 赤字継続（250 億円の改善） 
ソニー 1203 期 64,932 ▲4,567 ９期連続赤字 
 1303 期（予） 68,000 200 800 億円の赤字（680 億円の改善） 
シャープ 1203 期 24,559 ▲3,761 赤字転落 
 1303 期（予） 24,600 ▲4,500 赤字拡大 
出所）各社年次報告書、日本経済新聞（2012 年８月４日付）などから作成。 


















































業界再編が始まった。ＮＥＢＡ（Nippon Electric Big-Stores Association）は、家電量




会員数は減少を続け、2005 年には 30 社になりついに解散した。 





                                                
1 Marcel Corstjens and Rajiv Lal [2012] pp.105-111. 





表２ 家電量販店の動向 株価注） 































































































－ 5 － 
表３ 家電量販店の主なＭ＆Ａ 





























家電品市場の国内需要規模は、民間調査期間によれば 2002 年 8.9 兆円で、その後漸次的
減少が続いていたが、エコポイントの活用によるグリーン家電普及促進事業（2009 年５月
から 10 年末まで）や地デジ化（2010 年７月の地上デジタルテレビ放送への移行）の恩恵
をうけ、09 年は 9.4 兆円まで拡大した。しかしこれらの終了とともに国内需要は減少に転




                                                
2 日本経済新聞（2013 年２月 21 日付）。 







しい。セキドが展開する「でんきのセキド」は、10 年の売上高は 950 億円あったが、翌 11




















                                                
3 関戸正実［2012］54-57 頁。『日経ビジネス』（2012 年 11 月 19 日号）。 
4 日本経済新聞（2011 年６月 15 日付）。 
－ 7 － 
（１）ヤマダの新たな成長戦略 








業態であるＬＡＢＩ（Life Ability Supply からの造語）を開発、まず 06 年、大阪市浪速区に






に小型店を中心に 200～230 店開いて減収を補う予定だったが、計画を立て直し 100 店程度
に半減した。12 年 10 月末現在、テックランドとＬＡＢＩの合計店舗数は 568 店、コスモ








年 10 月に住宅メーカーのエス・バイ・エルを 63 億円で子会社化し、12 年５月には住設メー
カーのハウステックホールディングスを約 100 億円で買収した。「家電だけを売る電器屋で
                                                
5 関根［2010］10 頁。 
6 ヤマダ電機「月次ＩＲ情報」。 

















                                                
7 日本経済新聞（2012 年７月５日付）。 
8 日本経済新聞（2012 年８月 16 日付）。 
 
表４ ヤマダ電機の業績推移 
各年３月期 年間販売額 営業利益 粗利益 販管費 
 2012 年 18,354 億円   890 億円  25.3％  20.4％ 
2011 21,553 1,227 23.5 17.8 
2010 20,161 873 25.4 21.1 
2009 18,718 495 25.2 22.6 
2008 17,678 654 22.1 18.4 
2007 14,437 556 23.1 19.2 
2006 12,840 494 22.2 18.3 
2005 11,024 292 21.0 18.4 
出所）ヤマダ電機 ＩＲ情報から作成。 














総店舗数 497 店になる。01 年度における
店舗の推移は、直営店では４店の出店（いずれも海外）と 16 店の閉鎖（うち海外９店含む）














                                                
9 ベスト電器・「平成 24 年２月期・決算短信」による。 
表５ ベスト電器の業績推移 単位：億円 
－ 10 － 
表６ ベスト電器年譜 
1953 年 創業者 北田光男が九州機材倉庫を設立。56 年、家電品の販売を開始。 
1968 年 ベストサービスを設立。店名を「ベスト電器」に変更。 
79 年 店舗数 100 店舗（直営店 73 店、ＦＣ店 27 店）。売上高全国１位。 
1980 年 店舗数 200 店舗（直営店 95 店、ＦＣ店 105 店）。 
82 年 東京証券取引所（市場第二部）に上場（84 年第一部に昇格）。 
85 年 
売上高 1,000 億円。店舗数 300 店舗（直営店 112 店、ＦＣ店 188 店）。 
ヤオハンと提携しシンガポールに海外 1 号店をオープン。 
86 年 シンガポール支店を開設、ＦＣ方式によるチェーン展開を開始。 
87 年 香港支店開設。 
88 年 店舗数 400 店舗（直営店 113 店、ＦＣ店 287 店） 
1992 年 売上高 2,000 億円。 
94 年 マレーシア支店開設。 
95 年 中国１号店をオープン。店舗数 500 店舗（直営店 183 店、ＦＣ店 317 店）。 
97 年 コジマに売上高首位の座を譲る。北海道初進出し全国ネットワーク化。 




09 年 クウェートにＦＣ店舗オープン 。 
10 年 台湾の新竹市に新店舗オープン。 
11 年 香港の３店舗を蘇寧電器に売却。 













                                                
10 岡嶋昇一［2005］。 
－ 11 － 
































































                                                
13 日本経済新聞（2012 年７月 12 日付）。 
14 日本経済新聞（2012 年７月 13 日付）。 


























を開発したりして粗利益率などを改善、2015 年度までに経常利益を 1.9 倍の 500 億円に増
やすことを目指している。コジマは３年で最大 50 店を閉鎖・再配置して収益性を改善する。 
                                                
15 日経電子版（2012 年７月 17 日付）。 
16 日本経済新聞（2012 年７月 14 日付）。 
17 ベスト電器「平成 25 年２月期 決算短信（連結）」。 
18 日本経済新聞（2012 年５月 11 日付、５月 12 日付）。 




























                                                
19 日本経済新聞（2012 年５月 12 日付）。 
20 日本経済新聞（2012 年７月 14 日付）。 
21 現地での業界関係者に対する聴きとりによる。 

























組織化を急ぐ方針である25（2011 年 5 月現在、会員数は 20 万人超）。中国でもポイントカー
ドの効果は大きそうであるが、普及が遅れていてポイント制の意味が理解できない消費者
                                                
22 ヤマダ電機・取締役執行役員副社長・岡本潤に対する聴きとり調査による。 
23 『上海ＢＩＺＺマガジン』（2012 年４月 24 日付）。 
24 同上。 






































                                                
26 ヤマダ電機（瀋陽）総経理・黒澤達也に対するヒアリングによる。 




























店舗とそろえ、1 店当たり 200 億円を見込む店舗売上高の上積みを狙ったのである。 
                                                
28 日経ＭＪ（2011 年５月 13 日付）、人民網日本語（2011 年 6 月 10 日付）。 








 ヤマダ電機瀋陽店 店内のチラシ広告 王天龍氏が撮影 































































                                                
33 日経ＭＪ（2012 年３月 26 日付）。 





























                                                
34 日本経済新聞（2012 年３月 26 日付）。ＢＣＮ・BIZLINE（2012 年３月 22 日付）。  




























                                                
35 エキサイトニュース（2012 年５月 30 日付）。 
36 日経ＭＪ（2012 年７月４日付）。 
37 日本経済新聞（2013 年４月 23 日付）。 




























の反動で、12 年のテレビ販売台数は 600 万台前後と、通常の年の６割程度まで激減した。
家電小売市場は初めて２年連続で縮小、ヤマダの業績も、10 年３月期には２兆円を突破し
                                                
38 これらに関する詳細な議論は、関根［2013］を参照。 
－ 23 － 




























                                                
39 日本経済新聞（2013 年４月 23 日付）。 
図１ 日本家電量販店の東アジア進出概念図 





























                                                
40 関根［2010］12 頁。 
41 Tacconelli, Wance and Wrigley, Neil, 2009, p.68. 




























                                                
42 孫健［2003］133-134 頁。 
43 王曙光［2002］87-89 頁。 
44 青島矢一／朱晋偉／呉淑儀［2008］。「水魔方」とは洗濯槽側面のさまざまなから角度から水をス
プレーすることにより、衣類の絡まりを防止し、均一な洗濯と節水を実現する小天鵝独自の技術。 





























                                                
45 Corstjens, Marcel and Rajiv Lal, 2012,p.111. 
46 関根［2010］。 
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